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１ 建築行為や開発行為の計画があることを知った市民の方へ

ある日標識が立ち、どうやら家の近くでマンションの計画があるらしい。 

マンションが建つと我が家に日が当たらなくなるのでは・・・ 

マンションの住民からのぞかれてしまうのでは・・・ 

工事が始まったら、騒音が心配だ・・・ 

● 建築や開発は、法律や条例などに基づく手続を行った上で工事が行われます。 

それぞれの土地は、所有者が法律や条例などのルールの範囲内で自由に利用する権利を持ってい

ます。まだ、建物が建っていない空き地や山林なども同様です。特に川崎市のように都心に近い便

利な地域は、多くの人が住みたいと考え、また、土地を有効に活用したいと考えています。 

一方、建築行為や開発行為を行う場合は、必ず法律や条例に基づく手続きが必要になり、これら

の規定に適合していることについて、都市計画法に基づく開発許可や建築基準法に基づく建築確認

を受けなければ工事に着手することはできません。 

したがって、事業主が事業を計画する際には、関係する法律や条例に適合するように、設計等の

専門業者に依頼することが一般的です。 

工事着手までの手続は主に次のとおりです。 

● 法律や条例に適合した計画でも近隣紛争が起こる場合があります。

 法律や条例などに適合した計画であっても、新たな建物などができることにより、日照やプライ

バシーなどに不安を持つ近隣住民と事業者の間で、紛争が起こることがあります。こうした紛争を

未然に防ぐため、川崎市では、事業者が建築や開発を行う前に、計画の早

い段階で近隣住民の方々に計画の周知、説明などを行い、こうした手続き

の中で、相互に理解・協力し、良好な近隣関係を保つよう、次の2つの条

例を定めています。

事業区域（敷地）の面積が５００㎡以上である 

中高層建築物である（住居系地域は１０ｍ、

非住居系地域は１５ｍを超える高さの建物）

はい

はい いいえ

いいえ

総合調整条例 紛争調整条例 

開発許可申請（都市計画法）、建築確認申請（建築基準法）

工 事 着 手 

条例に基づく手続 

法律に基づく許認可
（条例に基づく基準）
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● 敷地の面積が５００㎡以上の事業区域で行う建築行為又は開発行為 

⇒ 川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例 （総合調整条例） 

 ● 建築物の高さが１０ｍ（住居系地域）又は１５ｍ（非住居系地域）を超える建築行為 

⇒ 川崎市中高層建築物等の建築及び開発行為に係る紛争の調整等に関する条例

（紛争調整条例）

※両方の条例に該当する場合には、総合調整条例の手続きを行うことになります。 

● 条例用語の解説 

○「開発行為」 

  建築物などを建築するため、土地の区画形質（区画や形状や性質）を変更することを「開発

行為」といいます。面積が５００㎡以上の土地で開発行為をする場合には、開発許可が必要と

なります。（都市計画法第２９条第１項）

○「住居系地域」と「非住居系地域」 

総合調整条例及び紛争調整条例では、用途地域を「住居系地域」と「非住居系地域」に区別し

ています。 

※お住まいの場所の用途地域を調べる場合は、川崎市ホームページの「都市計画情報インターネ

ット提供サービス」をご覧になるか、まちづくり局都市計画課までお問い合わせください。 

○ 電話：200-2712（まちづくり局都市計画課） 

ＮＯ１

（１）「区画の変更」  

道路や水路などを新設（拡幅も含

む。）、付替え又は廃止する行為

（２）「形状の変更」  

造成などで土地の形状を変える行為

（３）「性質の変更」  

農地、山林などの土地を、建築物を建

築するための敷地に変更する行為

第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、 

第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、

第二種住居地域、準住居地域、田園住居地域、近隣商業地域で容積率２００％

の区域、準工業地域、市街化調整区域 

近隣商業地域で容積率２００％以外の区域、 

商業地域、工業地域、工業専用地域 

住居系地域 

非住居系地域 
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２ 総合調整条例の手続きの流れ
（敷地の面積が５００㎡以上の事業区域で行う建築行為又は開発行為） 

① 事業者が市に「事前届出書」を提出します。（第10条）

・事前届出書の写しを、市役所まちづくり調整課及び管轄の区役所企画課で縦覧します。 

  （事前届出書の様式は１０ページをご覧ください。） 

⇒ 当該地で事業計画があることが分かります。 

② 事業者が市に「事業概要書」を提出します。（第1２条）

・事業概要書の写しを、市役所まちづくり調整課及び管轄の区役所企画課で縦覧します。 

  （事業概要書の様式は１１ページをご覧ください。） 

⇒ 事業計画の概略が分かります。 

③ 事業者が隣接住民に「事業計画通知書」を配布します。（第13条）

・「事業計画通知書」が配布される範囲は９ページを参照してください。 

⇒ 通知書には建物の位置や形状が分かる図面等が添付されるため、計画の概要が分か

ります。また、問い合わせ先や要望書の提出先と提出期限も分かります。 

「事業計画通知書」を受け取ったら…詳しくは１６ページをご覧ください。

④ 事業者が現地に「事業計画のお知らせ」標識を設置します。（第13条）

・「事業計画のお知らせ」標識の様式は７ページをご覧ください。 

※設置当初は「説明報告書提出日」「意見書提出期限」「承認日」は記載されません。手続き

の進捗に合わせて事業者が順次記載していきます。 

⇒ 通知書が配布されない周辺住民の方々も、計画の概要を知ることができます。また、

条例手続きの進捗状況を確認することができます。 

「事業計画のお知らせ」標識を見たら…詳しくは１７ページをご覧ください。

⑤ 事業者が隣接住民等に事業計画の説明を行います。（第14条）

・説明の方法は、説明会の開催、書面の提供その他適切な方法により行うこととされてい

ます。 

・事業者が説明を行う対象範囲については９ページを参照してください。 

⇒ 事業者から計画の内容について説明を受け、不明な点について質問したり、計画に

対する要望を伝えることができます。 

事業者から計画の説明を受けるときは…詳しくは１７ページをご覧ください。

（次ぺージへ続く） 
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⇒ 標識を設置した翌日から14日間（事業区域面積が3,000㎡以上の場合は21日

間）は、事業者に対して「要望書」を提出することができます。（第15条） 

事業者に「要望書」を提出するときは…詳しくは１８ページをご覧ください。

 事業者は、「要望書」に対する見解を書面により回答します。（第16条） 

事業者から「見解書」が通知されたら…詳しくは１８ページをご覧ください。

⑥ 事業者が市に「説明報告書」を提出し、現地の標識に「説明報告書提出日」と「意見書提出期

限」を記入します。（第17条）

・説明報告書（近隣関係住民からの要望の概要及びそれに対する見解）を、市役所まちづくり

調整課及び管轄の区役所企画課で縦覧します。 

 （説明報告書の様式は１２ページをご覧ください。） 

「説明報告書」を確認するときは…詳しくは１８ページをご覧ください。 

⇒ 条例手続きの進捗状況や意見書の提出期限を現地の標識で確認できます。

⇒ 説明報告書を提出した翌日から14日間は、説明報告書の記載内容について、市長

あてに「意見書」を提出することができます。（第18条）

市長あてに「意見書」を提出するときは…詳しくは１９ページをご覧ください。

 市は提出された「意見書」を事業者に送付し、事業者はこれに対する見解を書面によ

り回答します。（第18条） 

※事業者は説明報告書の提出後に、公園、下水道、駐車場等の必要な施設の設置について、

各担当部局との協議を開始します。（第19条） 

※意見書に対する見解書の通知が行われ、また、すべての担当部局との協議が終了すると、

本条例に定める手続きは一通り終了したことになります。 

⑦ 事業者が市に「承認申請書」を提出し、市は「承認通知書」を交付します。（第21条）

※原則として事業者は承認後に、開発許可申請（申請先：市役所宅地審査課）や建築確認申

請（申請先：市役所建築審査課又は指定確認検査機関）を行い、それぞれ許可や確認を取

得した後に、工事に着手することになります。 

※本条例における「工事の着手」とは、都市計画法や建築基準法での考え方と同様となり、

既存建物等の解体工事やそれに伴う地ならし等の管理上必要な処置は該当しません。 

（着手の例）＜開発行為の場合＞建築目的での樹木の伐根・仮設通路等の造成等 

＜建築行為の場合＞杭工事・地盤改良工事・根切り工事・山留工事等 

※ その他、近隣関係住民ができること 

⇒ 都市計画や建築に関する専門的知識を有する者の派遣を求めることができます。（第30条）

専門的知識を有する者の派遣について…詳しくは２５ページをご覧ください。

⇒ 当事者同士の話し合いによる自主的な解決が困難な場合、市あるいは第３者機関による調整

（あっせん・調停）を申し立てることができます。（紛争調整条例 第 12条、第14条） 

 紛争の解決に向けて…詳しくは２２ページをご覧ください。
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※ 環境アセスメント条例の対象となる事業は、手続きの流れが異なります。

  「川崎市環境影響評価に関する条例（環境アセスメント条例）」の対象となる指定開発行為の場

合は、総合調整条例の第14条から第1８条までの規定は適用されません。 

  現地に「事業計画の構想の概要」という名称の掲示板が設置された場合は、環境アセスメント

条例の対象事業であるということになりますので、通常の条例手続とは異なる流れになります。 

指定開発行為や環境アセスメント条例に関する手続（説明、意見書の受付、見解書の縦覧等）

については、環境局環境評価課にお問い合わせください。（電話：200-2155） 

＜環境アセスメント条例に該当する場合の手続きの流れ＞ 

① 市に事前届出書を提出（ＨＰに受付状況を掲載、台帳を縦覧） 

② 現地に「構想の概要」掲示板を設置 

③ 市に事業概要書を提出（台帳を縦覧）     ※ 通常の手続と異なる部分 

④ 隣接住民に「事業計画通知書」を配布 

⑤ 現地に「事業計画のお知らせ」標識を設置 

（ 環境アセスメント条例に基づき説明会を開催、意見書の受付、見解書の縦覧 ） 

⑥ 総合調整条例第19条に基づき公共施設管理者等と協議 

⑦ 承認申請 

● 条例用語の解説 

○「隣接住民」と「周辺住民」と「近隣関係住民」

隣接住民 ＝ 事業者が通知及び説明をしなければならない住民をいいます。 

周辺住民 ＝ 事業者に対し説明を求めることができる住民をいいます。 

近隣関係住民 ＝ 隣接住民 ＋ 周辺住民

※ 対象範囲については９ページの図をご覧ください。
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３ 紛争調整条例の手続きの流れ
（建築物の高さが１０ｍ（住居系地域）又は１５ｍ（非住居系地域）を超える建築行為） 

① 事業者が市に事前相談をします。（任意）

② 事業者が現地に「建築計画のお知らせ」標識を設置します。（第９条）

・「建築計画のお知らせ」標識の様式は８ページをご覧ください。 

※設置当初は「説明報告書提出年月日」は記入されません。手続の進捗に合わせて事業者が記

入します。 

⇒ 建築計画の概要と、条例手続きの進捗状況を確認することができます。 

「建築計画のお知らせ」標識を見たら…詳しくは２０ページをご覧ください。

・ 条例に基づく台帳を、市役所まちづくり調整課及び区役所企画課で縦覧します。 

（台帳の様式は1４ページをご覧下さい。） 

⇒ 建築計画の概要が分かります。 

③ 事業者が隣接住民等に建築計画の説明を行います。（第１０条）

⇒ 事業者から建築計画の内容について説明を受け、不明な点について質問したり、計画

に対する意見を伝えることができます。 

事業者から計画の説明を受けるときは…詳しくは２０ページをご覧ください。

④ 事業者が市に「説明報告書」を提出し、現地の標識に「説明報告書提出年月日」を記入します。

（第１1条）

・縦覧している台帳に、「説明報告書提出年月日」「説明に用いた図書又は配布資料」「近隣住民

の主な意見」が追記されます。 

⑤ 市は条例手続き終了の確認を行い、事業者に対して「審査終了通知書」を交付します。 

※事業者は審査終了後に建築確認申請（申請先：市役所建築審査課又は指定確認検査機関）

を行い、確認を取得した後に、工事に着手することになります。 

※本条例における「工事の着手」とは、建築基準法での考え方と同様となり、既存建築物等

の解体工事やそれに伴う地ならし等の管理上必要な処置は該当しません。 

 （着手の例）杭工事・地盤改良工事・根切り工事・山留工事等 

※ その他、近隣関係住民ができること 

⇒ 当事者同士の話し合いによる自主的な解決が困難な場合、市あるいは第3者機関による調整

（あっせん・調停）を申し立てることができます。（第12条、第14条） 

 紛争の解決に向けて…詳しくは２２ページをご覧ください。
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４ 現地に設置される標識                               

● 総合調整条例「事業計画のお知らせ」 

事 業 計 画 の お 知 ら せ 

事 業 の 名 称 川崎共同住宅計画 

事 業 区 域 の 位 置 川崎市 川崎 区 宮本町＊番＊

事 業 区 域 の 面 積 ６９８．９０ ㎡ 

事 業 区 域 の 概 要

用 途 地 域 商業地域 高 度 地 区 なし 

指 定 建 ぺ い 率 ８０ ％ 指 定 容 積 率 ４００ ％

事 

業 

の 

概 

要 

用 途 共同住宅 住宅戸数 ６０ 戸

敷 地 面 積 ６９８．９０ ㎡ 構 造 鉄筋コンクリート 

建 築 面 積 ４３２．０２ ㎡ 階 数 地上９階・地下０階

延 べ 面 積 ３，２８３．３８ ㎡ 高 さ ２７．３８ ｍ

工事着手予定日    〇年８月１日 工 事 完了 予 定 日 △年２月２８日

事 業 者
住 所 川崎市川崎区宮本町＊番地 

氏 名 ○○ ○○○ 

設 計 者
住 所 川崎市川崎区宮本町＊番地 

氏 名 △△建築設計㈱  △ △△ 

工 事

請 負 人

住 所 川崎市中原区小杉町＊丁目＊＊＊

氏 名 □□□建設㈱  □□ □□ 

標 識 設 置 日 〇年 ４月 １０日

要 望 書 提 出 期 限 
（提出先：事業者） 

〇年 ４月 ２４日

説 明 報 告 書 提 出 日      年     月     日 

意 見 書 提 出 期 限 
（提出先 ：市長 ） 

     年     月     日 
（上記説明報告書提出日の翌日から起算して 14日以内）

承 認 日      年     月     日 

・この標識は、川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例第１３条第１項の規定により設置したものです。

・この事業計画又は工事について同条例に基づく説明を求められる方は、次の連絡先に申し出てください。 

事業計画に関する連絡先    △ △△       電話  ０４４（＊＊＊）＊＊＊＊

工事に関する連絡先      □□ □□      電話  ０４４（＊＊＊）＊＊＊＊
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● 紛争調整条例「建築計画のお知らせ」

建 築 計 画 の お 知 ら せ

建 築 物 の 名 称 川崎共同住宅計画 

敷 地 の 地 名 地 番 川崎市 川崎 区 宮本町＊番＊

敷

地

用 途 地 域 商業地域 高 度 地 区 なし 

指定建ぺい率 ８０ ％ 指定容積率 ４００ ％

建

築

物

等

の

概

要

用 途 共同住宅  （ワンルーム） 住戸数 ２０（  ）戸

工 事 の 種 別 新築・増築・改築・移転 構   造 鉄筋コンクリート 

敷 地 面 積 ４４５．８０ ㎡ 階   数 地上７階・地下０階

建 築 面 積 計画部分   305.12㎡ 既存部分   ㎡ 合計   305.12㎡

延 べ 面 積 計画部分  1,769.65㎡ 既存部分   ㎡ 合計   1,769.65㎡

高     さ 計画部分    21.72ｍ 既存部分   ｍ 合計    21.72 ｍ 

着 工 予 定    〇年８月１日 完 了 予 定    △年２月２８日

建 築 主

住 所 川崎市川崎区宮本町＊番地 

氏 名 ○○ ○○○

設 計 者

住 所 川崎市川崎区宮本町＊番地 

氏 名 △△建築設計㈱  △ △△ 

工 事

施 工 者

住 所 川崎市中原区小杉町＊丁目＊＊＊ 

氏 名 □□□建設㈱  □□ □□ 

標 識 設 置 年 月 日 〇年 ４月 １０日

近隣関係住民説明等報告書提出年月日 年    月   日

・ この標識は、川崎市中高層建築物等の建築及び開発行為に係る紛争の調整等に関する条例第９条第

１項の規定により設置したものです。

・ この建築計画又は工事について同条例に基づく説明を求められる方は、次の連絡先に申し出てくだ

さい。

建築計画に関する連絡先    △ △△   電話 ０４４（＊＊＊）＊＊＊＊

   工事に関する連絡先    □□ □□ 電話 ０４４（＊＊＊）＊＊＊＊
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５ 事業者が「通知」と「説明」を行わなければならない住民の範囲      

総合調整条例や紛争調整条例では、事業者が「通知」や「説明」を行わなければならない住民の

範囲を定めています。（「通知」は総合調整条例のみ。）皆さんのお宅がこの範囲に入っている場合に

は説明を受けることができます。対象となる方は、土地所有者、建物所有者、建物の占有者（居住

者、使用者等）の全てです。所有権が共有名義の場合は、全ての名義人が対象になります。

中高層建築物の建築行為 
（住居系地域、日影規制あり）

中高層建築物の建築行為 
（非住居系地域、日影規制なし）

中高層建築物以外の建築行為 
又は開発行為 

20ｍ

10ｍ

高さの 2倍

10ｍ

規則第2条に定める道路 
（幅員6.5m未満の搬出入道路）

隣接住民（事業者が通知や説明をしなければならない） 

周辺住民（事業者に説明を求めることができる） 

高さの 2倍

10ｍ

10 時

8 時

9 時

11 時 12 時 13 時
14 時

16 時

15 時

幅員 6.5ｍ以上

20ｍ

10ｍ

2 方向
幅員 6ｍ以上

幅員6.5ｍ未満

の搬出入道路 
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６ 総合調整条例に基づいて縦覧できるもの                     

① 事前届出書 

事 前 届 出 書 

  〇年 ４月 １日

（あて先）川 崎 市 長 

対象事業者 住  所  川崎市川崎区宮本町＊番地

氏  名  ○○ ○○○

電  話  ０４４（＊＊＊）＊＊＊＊

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称

及び代表者の氏名 

川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例第１０条第１項の規定により、次のとおり届け

出ます。 

区 分 ■建築行為       □開発行為 

対 象 事 業 の 名 称 川崎共同住宅計画 

対 象 事 業 の 内 容
■共同住宅 □戸建住宅 □事務所 □店舗 □その他（     ）

高さ 2 7 . 3 8ｍ 階数  9 階 住宅戸数 60 戸 棟数  1 棟

対 象 事 業 区 域 の 位 置 川崎市 川崎 区 宮本町＊番地＊

対 象 事 業 区 域 の 面 積 ６９８．９０ ㎡

土 地 の 利 用 の 規

制 に 関 す る 事 項

用途地域（ 商業地域  ） 指定建ぺい率（  ８０％ ） 

高度地区（ 指定なし  ） 指定容積率 （ ４００％ ） 

□宅地造成工事規制区域    □急傾斜地崩壊危険区域 

□地区計画（       ） ■駐車場整備地区 

□その他（                          ）

周辺の公共施設の整備の状況

接する道路の名称 （ 本町１４号線            ） 

主たる放流先の名称（ 新川排水区             ） 

その他 

問い合わせ先

住 所 川崎市川崎区宮本町＊番地 

氏 名 △△建築設計㈱  △ △△  電話 ０４４（＊＊＊）＊＊＊＊

※ 備 考 

■ みどり・多摩川協働推進課  □ 河川課         □ 保育対策課 

■ 宅地審査課         □ 環境保全課 

■ 道路公園センター（ 川崎 幸 中原 高津 宮前 多摩 麻生 ） 

  □ 環境評価課         □ 都市計画課    
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② 事業概要書 

事 業 概 要 書 

  〇年 ４月 １日

（あて先）川 崎 市 長 

対象事業者 住  所  川崎市川崎区宮本町＊番地

氏  名  ○○ ○○○

電  話  ０４４（＊＊＊）＊＊＊＊

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称 

及び代表者の氏名 

川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例第１２条の規定により、次のとおり提出します。

区 分 ■ 建築行為       □ 開発行為 

対 象 事 業 の 名 称 川崎共同住宅計画 

対象事業区域の位置 川崎市 川崎 区 宮本町＊番地＊          外   筆 

対 象 事 業 区 域 の

地 目 別 の 面 積

宅 地 山 林 田 ・ 畑 雑 種 地 そ の 他 計 

㎡    ㎡    ㎡    ㎡    ㎡ ㎡

土 地 の 利 用 の 規

制 に 関 す る 事 項

用途地域（ 商業地域  ） 指定建ぺい率（  ８０％  ） 

高度地区（ 指定なし  ） 指定容積率 （ ４００％  ） 

□宅地造成工事規制区域    □急傾斜地崩壊危険区域 

□地区計画（       ） ■駐車場整備地区 

□その他（                          ） 

土 地 利 用 計 画

宅 地

用 地

道 路

用 地

公 園 等

用 地

公益施設

用 地

その他の

用 地
計 

698.90 

㎡    ㎡    ㎡    ㎡    ㎡

698.90 

   ㎡ 

100％    ％    ％    ％    ％ 100％

建 築 物 等 の 概 要

用途    共同住宅  ６０戸 高さ      ２７．３８ ｍ 

敷地面積   ６９８．９０ ㎡ 建築面積   ４３２．０２ ㎡ 

延べ面積  ３,２８３．３８ ㎡ 階数  地上 ９階・地下 ０階 

設 計 者

住 所 川崎市川崎区宮本町＊番地 

氏 名 △△建築設計㈱  △ △△   電話 ０４４（＊＊＊）＊＊＊＊

担 当 者 △ △△△ 

※ 備 考 
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③ 説明報告書 

説 明 報 告 書 

  〇年 ５月 １日 

（あて先）川 崎 市 長 

対象事業者 住  所 川崎市川崎区宮本町＊番地

氏  名 ○○ ○○○

電  話 ０４４（＊＊＊）＊＊＊＊

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称

及び代表者の氏名 

川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例第１７条第１項の規定により、次のとおり報告し

ます。 

対 象 事 業 の 名 称 川崎共同住宅計画 

対 象 事 業 区 域 の 位 置 川崎市 川崎 区 宮本町＊番地＊

説 明 の 内 容

・総合調整条例第１４条の規定に基づき施行規則第１６条の説明事項に

ついて説明を行った。 

・４月９日に隣接住民に対して通知を行った。 

・４月１３日からは、個別に訪問して説明を行った。 

・Ａマンションについては、管理組合から説明会開催の要望があったの

で、４月１８日午後５時から○○地区会館で説明会を行った。

問い合わせ先

住 所 川崎市川崎区宮本町＊番地 

氏 名 △△建築設計㈱  △ △△ 電話 ０４４（＊＊＊）＊＊＊＊

担 当 者 △ △△△ 

※ 備 考 

  □ 要望書の提出有り（ １ 通） 
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Ｎｏ． 近隣関係住民の要望の概要等 対象事業者の見解等 見解通知日 

【４月２４日要望書提出（郵送）】 

・日影になるのは困る。５階にして下

さい。 

・日影がわかる図面がほしい。 

・家が古いので、工事の振動による影

響が心配である。家屋調査をお願い

したい。

・当初計画は１０階であったものを９

階にして近隣への影響を軽減した。 

・壁面日影図（別紙）を渡した。 

・事前に家屋調査をいたします。

４月２７日 

郵送

工事車両が事務所の出入りに邪魔にな

らないようにしてほしい。 

工事施工者に徹底させます。 ４月１３日 

口頭で回答

【４月１６日電話連絡あり】 

土曜日、日曜日、祭日は工事をしない

でほしい。 

日曜日、祭日は工事をしませんが、土

曜日は騒音の発生しない作業を行いま

すので、よろしくお願いします。 

４月１６日 

電話で回答 

４月３０日現在連絡なし。 

特になし。 

【４月１８日説明会での発言】 

土曜日、日曜日、祭日は工事をしない

でほしい。 

日曜日、祭日は工事をしませんが、土

曜日は騒音の発生しない作業を行いま

すので、ご理解をお願いします。   

４月１８日 

説明会で回答

特になし。 

特になし。 

工事中の安全に配慮してもらいたい。
ガードマンを配置するとともに、工事

施工者に徹底させます。 

４月１３日 

口頭で回答 

４月３０日現在連絡なし。 

特になし。 
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７ 紛争調整条例に基づいて縦覧できるもの    

紛争調整条例の台帳（表） 

川崎市中高層建築物等の建築及び開発行為等
に係る紛争の調整等に関する条例の台帳

（受 付 番 号）

第 〇〇〇〇〇 号

建築物の名称 川崎共同住宅計画 

敷地の地名地番 川崎市 川崎区 宮本町＊番地＊

建築主
住 所  川崎市川崎区宮本町＊番地 

氏 名 ○○ ○○○ 

建築主
の
代理者

住 所 川崎市川崎区宮本町＊番地 

氏 名 △△建築設計㈱  △ △△ 

設計者
住 所 川崎市川崎区宮本町＊番地 

氏 名 △△建築設計㈱  △ △△ 

工 事

施工者

住 所 川崎市中原区小杉町＊丁目＊＊＊ 

氏 名  □□□建設㈱  □□ □□

標 識 設 置 年 月 日 〇年  ４月 １０日

標 識 設 置 届 年 月 日 〇年  ４月 １３日

近隣関係住民説明等報告書提出年月日 〇年  ４月 ２７日

計画事業の説明に用いた図書又は配布資料

１ 配置図 １ 枚 ６ テレビ受信障害調査報告書 １ 枚

２ 各階平面図 ７ 枚 ７ 付近見取図  枚

３ 立面図 １ 枚 ８

４ 日影図 １ 枚 ９

５ 近隣現況図 １ 枚

工事着手予定年月日 〇年 ８月 １日 工事完成予定年月日  △年２月２８日

当該計画事業に対する近隣住民の主な意見

・工事中の騒音振動や安全対策について 

・工事作業時間や時期について

紛争調整条例受付番号

（第 〇〇〇〇〇 ）

送付年月日

送付受理年月日
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紛争調整条例の台帳（裏） 

事 業 計 画 の 概 要

                              （明細地図 P○○／△△）

用 途 地 域 商業地域 高 度 地 区 指定なし 

指定建ぺい率 ８０％ 指定容積率 ４００％ 

建築物の用途 共同住宅 

住 戸 数

(カッコ内はワンル
ーム形式の住戸数)

２０（５） 

工事の種別 新築 日 影 規 制 なし 

構    造 鉄筋コンクリート 敷 地 面 積 ４４５．８０ ㎡ 

建 築 面 積 ３０５．１２ ㎡ 延 べ 面 積 １,７６９．６５ ㎡ 

最高の高さ ２１．７２ ｍ 階    数 地上７階・地下０階 

補正年月日

    年  月  日

    年  月  日

    年  月  日

許 可 申 請

の 有 無

備 考



16 

８ 総合調整条例の中で近隣関係住民ができること

●「事業計画通知書」を受け取ったら…

ポイント 

 「事業計画通知書」には、事業者名、計画の概要、要望書の提出先・提出期限などが記載されて

います。また、事業の内容や規模により配布される資料は異なりますが、計画の内容がわかる図面

等が添付されます。 

図面等を見て、不明な点、疑問点、計画に対する要望等を整理しておき、事業者が説明に来たと

きや事業者に問合せをして直接確認するようにしてください。 

・ 事業計画に係る基本的な問題（周辺への日照、採光、通風等の影響 等） 

・ 工事に係る問題（工事中の安全対策等） 

・ 完成後の運営問題（施設の管理運営対策等） 

配布資料

種 別 図面の名称 この図面から確認できる内容

中
高
層
建
築
物
以
外

の
建
築
行
為

案内図 建築行為が行われる事業区域の位置

配置図 建築敷地の範囲や敷地と接する道路の状況、建物の配置

各階平面図
各階を真上から見た形状、階段、エレベーター、廊下、バルコニー、 

エントランスなどの位置

立面図 建物を横から見た形状、玄関、窓やバルコニーなどの位置

近隣現況図 近隣関係住民（隣接住民及び周辺住民）の範囲

中
高
層
建
築
物
の

建
築
行
為

案内図 建築行為が行われる事業区域の位置

配置図 建築敷地の範囲や敷地と接する道路の状況、建物の配置

各階平面図
各階を真上から見た形状、階段、エレベーター、廊下、バルコニー、 

エントランスなどの位置

立面図 建物を横から見た形状、玄関、窓やバルコニーなどの位置

日影図 建築基準法第５６条の２に基づく日影の状況

近隣現況図 近隣関係住民（隣接住民及び周辺住民）の範囲

開

発

行

為

区域図 開発行為が行われる事業区域

土地利用計画図
事業区域内の新設道路、宅地の区画割、地盤の高低差、擁壁の位置や排

水経路など

造成計画平面図
（事業区域の現状地盤を上から見た図面）現状地盤から切土や盛土を行

う部分

造成計画断面図
（造成計画平面図を縦に切断して横から見た図面）土地の高低差、擁壁、

現状地盤から切土や盛土を行う部分

近隣現況図 近隣関係住民（隣接住民及び周辺住民）の範囲
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●「事業計画のお知らせ」標識を見たら…

ポイント 

標識は、事業計画の概要や手続きの進捗状況を、周辺にお住まいの皆様に伝えるものです。標識

の下段に、手続きの状況を示す日付が順次記入されますので、事業の進捗状況を確認することがで

きます。（標識の様式は７ページ参照） 

標識の項目 日付が記載されるタイミング 

標識設置日 
標識設置時に記入されています。 

要望書提出期限（提出先⇒事業者）※

説明報告書提出日        ※
説明報告書の提出後に記入されます。 

意見書提出期限（提出先⇒市長） ※

承認日 承認を受けた後に記入されます。 

近隣関係住民の皆様は、標識設置日の翌日から１４日以内（事業区域の面積が３０００㎡以上の

場合は２１日以内）に、事業者に対して「要望書」を提出することができます。 

また、説明報告書提出日の翌日から１４日以内（すべての事業）に、市長あてに「意見書」を提

出することができます。 

※環境アセスメント条例の対象となる事業については、記入されません。 

● 事業者から計画の説明を受けるときは…

ポイント 

説明は、説明会の開催、書面の提供その他適切な方法により行われます。 

説明会を欠席したり、留守にしていたため説明を受けられなかった方で、説明を受けたい方は、

標識や事業計画通知書、留守の場合の投函資料に記載されている連絡先に連絡し、説明を受けてく

ださい。 

説明を受けるにあたっては、事前に配布された「事業計画通知書」に記載された計画概要を確認

し、聞きたい事柄があれば整理しておき、その場で確認しましょう。 

説明を受ける際には、どのような事業計画であるかの把握に努めてください。その上で、疑問や

不安に思う点があれば詳しい説明を求め、また、事業者に対する意見や要望等があれば、口頭で伝

えるか又は「要望書」を提出し、意見交換を通してお互いの立場を尊重しながら、考え方や意見を

調整していきましょう。 

 説明事項 

・ 事業区域の位置、形状、面積       ・日影の影響 

・ 建築物の構造、規模及び用途       ・周辺の安全対策 

・ 事業区域内の公共施設等の位置及び規模  ・テレビ放送の電波受信障害対策 

・ 工事予定期間及び工法          ・総合調整条例に定める手続き 

・ 日常生活に影響を及ぼすと予測される事項 
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● 事業者に「要望書」を提出するときは…

ポイント

近隣関係住民の皆様が事業者から計画の説明を受け、計画についての疑問点や意見・要望等があ

る場合には、標識設置日の翌日から１４日以内（事業区域の面積が３０００㎡以上の場合は２１日

以内）に、事業者に対して「要望書」を提出することができます。 

「要望書」の様式は特に定めていませんが、意見・要望事項を具体的に示すとともに、氏名、住

所を記入し、定められた期限内に事業者に提出してください。（郵送で提出する場合は、期限内に

事業者に到達するように注意してください。） 

要望書の提出期限は、「事業計画のお知らせ」の標識に記入されています。 

■ 要望書の提出から見解書の通知までの流れ 

● 事業者から「見解書」が通知されたら…

ポイント

要望書に対して事業者から「見解書」の通知がされたときは、提示した全ての意見・要望に対し

て事業者の見解が示されているか確認してください。不明な点などは、事業者に再度確認をしまし

ょう。 

●「説明報告書」を確認するときは…

ポイント

事業者は、近隣関係住民への説明内容、要望の概要及び見解を書面にまとめ、市に「説明報告書」

として提出します。提出された「説明報告書」は、市役所まちづくり調整課及び事業が行われる区

の区役所企画課において縦覧しますので、自分が提示した意見・要望等が正しく市に報告されてい

るか確認することができます。 

まちづくり調整課及び事業が行われる区の区役所企画課での縦覧が困難な場合は、対象事業の近

隣関係住民に限り、まちづくり調整課宛てに、返信用封筒（切手貼付）を同封の上、郵送いただけ

れば、対象事業の台帳を送付することが可能です。 

この「説明報告書」の記載内容について意見がある場合には、市長あてに「意見書」を提出する

ことができます。「意見書」の提出期限は「事業計画のお知らせ」の標識に記入されるので、注意し

て確認しておきましょう。 

見解書 

近隣関係住民
事業者

要望書 

提出

通知
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● 市長あてに「意見書」を提出するときは…

ポイント

近隣関係住民の方は、説明報告書提出日の翌日から起算して１４日以内に、説明報告書の記載内

容に対する「意見書」を市長あてに提出することができます。 

「意見書」の提出を受けた市長は、その写しを事業者に送付し、条例の手続きが適切かつ円滑に

行われるよう指導・助言を行います。（「意見書」に対する「見解書」は事業者が作成します。市

長が見解書を作成するものではありません。） 

■ 意見書の送付から見解書の通知までの流れ 

「意見書」の様式は特に定めていませんが、説明報告書の記載内容に対する意見を具体的に示す

とともに、氏名、住所を記入し、定められた期限内に市長に提出してください。（郵送で提出する

場合は、期限内にまちづくり調整課に到達するように注意してください。） 

意見書の提出期限は「事業計画のお知らせ」の標識に記入されます。 

   ■ 意見書に記入していただきたい事項 

・ 住所、氏名 

・ 連絡先（記入内容について問い合わせをする場合の電話番号を記入してください。） 

・ 対象事業の名称 

・ 説明報告書の記載内容に対する意見（具体的に記入してください。） 

■ 意見書の送付先

〒２１０－８５７７ 

川崎市川崎区宮本町１ 

川崎市役所まちづくり局まちづくり調整課 行 

近隣関係住民

意見書 

市長 
意見書(写)

見解書 

提出

通知  指導・助言 通知

通知文 

事業者
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９ 紛争調整条例の中で近隣関係住民ができること              

● 「建築計画のお知らせ」標識を見たら…

ポイント

標識は計画の概要や手続きの状況を近隣の方に伝えるものです。 

 また、計画や工事に関する連絡先が記入されますので、気になることやお願いしたいことがある

場合は、連絡をしましょう。

● 事業者から計画の説明を受けるときは…

ポイント 

説明は、説明会の開催、書面の提供その他適切な方法により行うこととなっています。 

説明を受ける際には、どのような建築計画であるかの把握に努めてください。その上で、疑問や

不安に思う点があれば詳しい説明を求め、また、意見や要望等があれば事業者に伝え、それに対す

る考え方を聞き、お互いの立場を尊重しながら、考え方や意見を調整していきましょう。 

説明会に出席できなかった、もしくは留守にしていたため説明を受けられなかった方で、説明を

受けたい方は、標識に記載されている連絡先に連絡し、説明を受けてください。 

説明事項   

・ 敷地の形態及び規模     ・日常生活に影響を及ぼすと予測される事項 

・ 建築物の構造、規模及び用途    ・工事時に配慮した事項 

・ 工事期間、工法及び周辺への安全対策  ・テレビ放送の電波受信障害対策 

・ 建築物の敷地内における位置及び周辺の建築物の位置    ・日影の影響 
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１０ 紛争の解決に向けて                             

● ステップ１ 

当事者同士の話し合いによる自主的な解決 

総合調整条例及び紛争調整条例では、紛争の未然防止による良好な市街地の形成を目的に、建築

計画や開発計画の事前公開や標識の設置、事業計画に関する説明などを義務化することにより、こ

の手続の中で近隣関係住民と事業者が意見交換を行いながら相互理解や協力を促進することを

目指しています。 

すなわち条例における紛争解決の手段は、まず、近隣関係住民と事業者の当事者同士の話し合い

による自主的な解決を基本としており、相互の立場を尊重し、互譲の精神をもって双方の意見を調

整していくことを求めています。 

ここでの市の役割は、条例趣旨の理解を促進するための情報提供、条例手続きを円滑に進めるた

めの指導・助言を行うことです。 

※工事協定書等の締結について 

工事期間中、周辺では工事における騒音・振動などの影響を受けることが考えられます。このた

め、工事中のトラブルを予防するために、作業方法や作業時間、工事用車輌の通行時間、着工前の

家屋調査、施工に伴い家屋等に被害が生じた場合の損害賠償等について、近隣関係住民と事業者や

工事施工者の間で工事協定を締結しておくことが望ましいといえます。 

※参考として、「工事協定書 参考」を２７ページに掲載します。なお、あくまでも参考ですので、

工事の内容や周辺環境等を考慮して、それぞれの状況に適した内容の協定とする必要があります。

説明    見解

意見    要望

事業者 

事業採算性等の観点から

計画を立案 

近隣関係住民 

周辺環境と調和した 

なるべく影響が少ない計画を要望

お互いの立場を理解し 

互譲の精神をもって 

話し合いによる自主的な解決

市 

相互理解を促進し 

条例手続が適正かつ円滑に 

進むよう指導・助言 
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●ステップ２ 

市による調整（あっせん・調停） 

総合調整条例又は紛争調整条例に該当する事業について、当事者同士（近隣関係住民及び事業者）の

話し合いによる自主的な解決を試みても、なお意見の調整が難しい場合は、市や次ページ記載の第3者

が調整を行う制度があります。そのうち、市が条例に基づき行うものとしてあっせん・調停があります。 

【 留意事項 】 

※あっせん・調停は、開催を契機とした紛争当事者双方からの歩み寄りを期待するものであり、 

市や紛争調停委員会が法や権利に基づき建築計画等の変更を強制するものではありません。 

また、日照権などの権利侵害、建築計画に関する適法性の判断等を行うものではありません。 

※計画内容に関するあっせん・調停は工事着手前までとなります。

※中高層建築物（1 ページ参照）でない建築物の計画内容、金銭補償（営業補償、家屋損失補償

など）、敷地境界、感情のもつれ等の紛争は、あっせん・調停の対象になりません。 

※あっせん・調停は、非公開で行われます。なお、手数料等はかかりません。 

（１） あっせん 

 あっせんは、紛争当事者から申出があった場合、紛争当事者の自主的な話し合いにより紛争解決

を図ることを目的に、市が話合いの場を設け、紛争当事者の対話を促進するものです。あっせん

の場では、市は、中立的な立場で双方の意見・主張の要点整理、助言や情報提供を行います。 

（２） 調停 

調停は、紛争当事者から申出があった場合、紛争解決に向けた現実的な解決を図ることを目的に、

第３者機関である紛争調停委員会の委員が中立・専門的な立場から、双方の意見・主張の聴取、

調停案の提示を行うものです。なお、提示した調停案に強制力は有りません。 

※詳しくは「紛争調整条例に係る手続きの手引き」（§２ あっせん・調停 P３１～）をご覧下さい。 

近隣関係住民 事業者 あっせん

（調整）
意見等

意見等への対応

市 

近隣関係住民 事業者 
調停 

（調整）
意見等 意見等への対応

調停委員会
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● ステップ３ 

市以外の第３者による解決 

（１） ＡＤＲ 

 市の調整（あっせん・調停）の類似制度として、裁判外紛争解決手続（略称：ＡＤＲ）がありま

す。ＡＤＲは、当事者同士の話合いで解決できない民事上のトラブルを裁判ではなく、公正中立な

第３者が専門的な知見を活かし、紛争当事者双方の話をよく聴いた上で、紛争当事者の合意の

下、妥協点を見出すことによって、柔軟に解決を目指す制度です。ＡＤＲは、特別な法律知識は必

要なく、手続きも簡易なので最後まで1人で行うことができます。非公開で行われ、期間も短く、

裁判に比べ費用も低額（弁護士費用も不要）です。 

また、市の調整（あっせん・調停）では対象外の内容でも活用できます。 

（ア） 和解あっせん、仲裁等 

「裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律」に基づき、法務大臣が認証した民間の専門

事業者（司法書士会、弁護士会等）が行っている話し合いの支援制度（ＡＤＲ）です。 

和解あっせんは、公正中立で経験豊富な専門家である第３者が紛争当事者の話し合いを仲介し、

紛争当事者の和解が成立するように目指すものです。 

また、仲裁は、仲裁人（＝弁護士）が紛争当事者双方の主張を聴き、最後に裁判の様に解決のた

めの確定的な判断を示すものです。なお、仲裁は、あらかじめ紛争当事者双方が仲裁人の判断に従

うとの合意が前提となります。 

ともに、迅速で柔軟な話し合いの日程や場所等を設定できます。 

詳しくは、神奈川県司法書士会、神奈川県弁護士会等に直接お問い合わせください。 

神奈川県司法書士会 調停センター ：045-641-1553 

神奈川県弁護士会 紛争解決センター：045-211-7716 

（イ） 民事調停 

簡易裁判所が行っている話し合いの支援制度（ＡＤＲ）です。裁判官と民間から選ばれた２名の民

事調停委員とで構成する調停委員会が紛争当事者双方の主張を聴いて、最も適切な解決方法の検討

や提案をすることで、合意を目指します。 

詳しくは、川崎簡易裁判所へ直接お問い合わせください。 

 川崎簡易裁判所：044-233-8174 

（２）裁判（民事訴訟）による解決 

裁判所において裁判官が紛争当事者双方の主張を聴いたり、証拠を調べた上で、判決を出すこと

で紛争の解決を図る制度です。裁判の途中で、裁判官から和解（＝話し合いによる解決）を提案さ

れることもよくあり、判決が出るケースより多くなっています。 
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▲ 両条例に該当しない事業、民事についての相談等 

（１）市弁護士相談（無料） 
弁護士相談は弁護士が問題解決に向け、法律問題全般に、法的助言をします。ただし、紛争相

手との交渉、書類の作成、審査など相談の対象にならないものもあります。また、同じ案件の繰

り返しのもの、法人からの相談なども対象外です。 

時間と曜日は下の表のとおりです。詳細は各区役所地域振興課にお問合せください。（川崎区役

所地域振興課 044-201-3135、幸区役所地域振興課044-556-6608、中原区役所地域振

興課044-744-3153、左記以外は下記(3)の表をご覧ください。） 

 川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区

曜日 

時間 

※ 

金 

9:30～

11:30 

火 

9:30～

11:30 

火 

9:30～

11:30 

木 

9:30～11:30

13:00～15:00

水 

9:30～

11:30 

木 

9:30～11:30

13:00～15:00

水 

9:30～

11:30

※お申込み：相談予約コールセンター（０４４－２００－０１０８）（受付:祝日を除く平日 8:00～17:00）

（２）県弁護士相談 
市弁護士相談のほかに神奈川県でも相談を行っています。 

（ア）川崎県民センター（無料・予約面談制）：神奈川県 

上記同様、紛争相手との交渉、書類の作成、審査など相談の対象にならないものもあります。

また、同じ案件の繰り返しのもの、法人からの相談なども対象外です。 

予約受付は２週間前から川崎県民センター（044-549-7000）にお申込みください。（受

付時間：第1・3火 13：00～16：00、毎週水17：00～19：30）（場所：ソリッドスク

エア東館２階） 

（イ）川崎法律相談センター（一部有料・予約面談制）：神奈川県弁護士会 

   有料で面談による総合相談を行っています。予約受付は川崎法律相談センター

（044-223-1149）にお申込みください。 

  （受付時間：月・水・金9：30～20：00、火・木・日・祝9：30～17：00、土13：00～

17：00（年末年始除く）） 

   ※インターネット予約（ひまわり相談ネット）もできます。 

（３）まちづくり相談（無料） 
市では開発・建築・都市計画などまちづくりに係る一般的事項に関する相談を専門相談員（ま

ちづくり相談員）が行っています。 

受付時間：9:00～12:00、13:00～16:00 ※相談は予約不要、先着順。市の休日は除く。

開
設
場
所
・
問
合
せ
先

宮前区役所地域振興課

044-856-3132

多摩区役所地域振興課

044-935-3143

水 麻生区役所地域振興課

044-965-5119

高津区役所地域振興課

044-861-3141

偶数週の月 奇数週の火 ― 偶数週の木 奇数週の金 

まちづくり局まちづくり調整課 044-200-2938 

奇数週 月 木 ― 偶数週 火 金 
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● 専門家への相談

（１）専門的知識を有する者の派遣制度 

総合調整条例の対象事業において、近隣関係住民から求めがあった場合で、都市計画や建築等

に関する制度の理解を深めるため必要と認める時は、市が専門的知識を有する者（以下「専門委

員」という。）を派遣します。（総合調整条例第３０条） 

専門委員とは、建築物等を建てるときのルールとなる都市計画法や建築基準法等の制度について

知識を有する一級建築士などです。 

（※専門委員は、中立で公平な立場の者であり、事業者に代わって計画内容の説明を行ったり、近

隣関係住民の要望や意見を集約して事業者と交渉を行ったりする者ではありません。） 

（ア）制度の概要 

・説明内容：都市計画、建築に関する法令・制度等 

・対象：総合調整条例の手続中の事業（紛争調整条例は対象外） 

・申請条件：近隣関係住民１０人以上が当日参加できること（申請書に名簿提出） 

・派遣時間：２時間程度（1回毎） 

・専門委員の人数：２人まで（1回毎） 

・派遣回数：２回まで 

・費用：無料（市が負担） 

・申請期限：原則、派遣希望日の１４日前 

・派遣場所：申請者が確保できる場所 

（イ）申込みの手続 

①専門委員に何を聴きたいか、事前にまちづくり調整課にご相談をお願いします。 

（内容によっては、制度の対象とならない場合があります。） 

②事前相談後、次ページの「派遣申込書」をまちづくり調整課に提出して下さい。（郵送可） 

③派遣が可能になれば、後日「派遣決定通知書」を申請者に郵送します。 

④当日、専門委員が派遣場所にお伺いします。 

詳しくは、まちづくり調整課までお問い合わせ下さい。 

（２）建築士等の専門家相談 

上記の「専門知識を有する者の派遣制度」の対象とならない場合でも、直接、建築士等の専門家

に意見を聞いてみる方法があります。 

例えば、一般社団法人神奈川県建築士事務所協会川崎支部のホームページに川崎市内の会員名簿

を掲載していますので、お住まい近くの建築士を探すことができます。 

住所 〒210-0002 神奈川県川崎市川崎区榎町1-1川崎センタービル403 

電話番号 044-201-9201 

ホームページ https://www.j-kana.or.jp/kawasaki/category2_02.html（川崎支部会員名簿） 
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第１号様式（第５条関係）

対 象 事 業 の 名 称 〇〇〇〇〇〇計画

対 象 事 業 区 域 の 位 置 川崎市 〇〇 区 〇〇△－△－△

派 遣 希 望 日 時
〇 年 〇〇 月 〇〇 日（ 〇 ）

〇〇 時 〇〇 ～ 〇〇 時 〇〇

派 遣 場 所

名 称 〇〇〇〇集会所

所在地
川崎市 〇〇 区 〇〇△－△－△ 

〇〇マンション 〇階

説 明 を 受 け る 人 数 〇〇 人

説 明 を 受 け た い 事 項

※ 備 考  受付印

注 １ 説明を受ける近隣関係住民の住所、氏名を記載した名簿を添付してください。

  ２ ※印のある欄は、記入しないでください。

派 遣 申 請 書

  〇年〇〇月〇〇日

 （あて先）川 崎 市 長

        申請者（団体の代表者）  住 所 川崎市〇〇区〇〇△－△－△

                     氏 名 〇〇 〇〇

                     電 話 △△△（△△△）△△△△

都市計画、建築等に係る専門的知識を有する者の派遣に関する要綱第５条の規定により、次のとお

り派遣の申請をします。

記 入 例 

※記入不要です 

・説明を受けたい事項を具体的に記入して下さい。 

（例） 

①事業者から配布された資料の見かた、日影規制、 

外壁後退等に関する内容について 

②プライバシーの確保、室外機の対応方法について 

③工事中の騒音、振動、粉塵等の対応方法について

参加予定者全員の名簿（住所、氏名）をお願いします。

（※書式は任意です。） 

近隣関係住民１０人以上が必要です

会場の確保をお願いします

派遣希望日の１４日前までにお願いします

総合調整条例の手続中の事業が対象です
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１１ 工事協定書  参 考 

第１条（目的） 

 この工事協定書は、川崎市○○区○○丁目○番○において行う（仮称）○○計画（以下「本工事」と

いう）について、関係住民（代表者○○、以下「甲」という）と事業主○○（以下「乙」という）及び

工事請負人○○（以下「丙」という）との間で協定事項を確認し、各条項の誠意ある履行を確保するた

めに作成する。 

第２条（工期） 

工事期間は、○年○月○日から○年○月○日までを予定とする。但し、工事が上記の期間内に完了し

ない場合には、工事期間の変更について、乙及び丙から甲に対して事前に通知する。 

第３条（作業時間及び休日） 

（１） 作業時間は、原則として、午前○時から午後○時までとする。但し、作業の準備及び後片付けに

ついては、上記時間の前後３０分間は行うことができる。 

（２） 日曜日及び祝祭日は、休日とする。また、土曜日は極力大きな騒音・振動を伴う工事を行わない

よう努める。 

（３） 下記の場合には、前２項に関わらず作業を行うことができる。 

１）暴風雨・地震等の緊急時の安全維持作業 

２）道路交通法などにより、時間的に車輌規制を受ける作業（所轄警察署等の指導に基づいて行う） 

３）交通渋滞・事故等により、やむを得ない事情が生じた場合の作業 

４）コンクリート打設等、途中で中断することが難しい作業 

（４） 前項の定めにより作業時間又は休日を変更する場合は、乙及び丙から甲に対して、通知の配布又

は連絡掲示板への掲載等により、事前に周知を行う。 

第４条（騒音・振動等の防止） 

（１） 工法及び建設機械の選定にあたっては、騒音・振動が最小限となるものを採用する。 

（２） 作業の管理にあたっては、資材等の取扱いにより発生する騒音・振動・粉塵・臭い等が最小限と

なるよう作業員の監督・指導を行う。 

第５条（安全対策） 

（１） 工事中の安全確保のため、現場の周辺に仮囲い又は養生シートの設置を行う。 

（２） 工事車輌の通行に伴う安全確保のため、搬出入経路に注意標識を設置するとともに、通園・通学・

通勤等の時間帯には車輌の誘導員を配置して、交通事故の防止及び通行人の安全確保に努める。 

第６条（車輌の管理） 

（１） 工事関係車輌については、周辺道路での違法駐車及び現場出入口の前面道路での待機等は行わな

い。 

（２） 工事関係車輌を現場内で駐車・待機させる場合はエンジンを停止し、排気ガスの防止に努める。 
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第７条（道路の清掃及び損傷補修） 

（１） 現場周辺の道路を汚損しないよう適時清掃を行うとともに、散水等により土砂・粉塵等の飛散を

防止する。 

（２） 工事車輌の通行により道路を損傷した場合には、速やかに補修を行う。 

第８条（現場の管理） 

（１） 工事責任者は、現場周辺における安全対策、火災・事故等の防止、風紀・衛生環境の保持、関係

住民とのトラブル防止のため、現場及び作業員の管理・監督及び指導を徹底する。 

（２） 現場周囲の関係住民が見やすい場所に連絡掲示板を設置し、週間工程表や工事責任者の職・氏

名・電話番号等を関係住民に周知する。 

第９条（周辺建物等の保全） 

（１） 本工事に起因して甲の家屋及び塀等に損傷を与えた場合には、乙及び丙の責任において、速やか

に補修又は損害賠償を行う。 

（２） 乙及び丙は、工事着手前に甲の立会いのもとで事前家屋調査を実施し、必要箇所の写真を撮影す

るとともに、互いにその記録を保管する。 

（３） 乙及び丙は、本工事が終了した後に事後家屋調査を実施し、甲とともに本工事に起因する損傷の

有無の確認を行う。 

第１０条（電波障害対策） 

 本工事に起因してテレビ電波受信障害が発生した場合には、共同受信施設の設置等の適切な方法によ

り対策を講じる。 

第１１条（その他） 

（１） 甲、乙及び丙は、本協定に定める事項について、信義に従い誠実にこれを履行する。 

（２） 本協定に定める事項についての疑義、又は本協定に定めのない事項に関する問題が生じた場合は、

甲、乙及び丙は、良識と互譲の精神に則り協力して解決を図る。 

甲、乙及び丙は、この協定の締結を証するために本書を３通作成し、各々が署名捺印の上、各１通を

保管する。 

○年○○月○○日 

（甲）関係住民（代表者） 住所 

氏名 

（乙）事業主       住所 

氏名 

（丙）工事の請負人    住所 

氏名 

※ これは参考ですので、工事の内容や周辺環境等を考慮して、それぞれの 

状況に適した内容の協定書を作成してください。 



川崎市まちづくり局総務部まちづくり調整課 

〒２１０－８５７７ 
川崎市川崎区宮本町１番地 

電話  ０４４－２００－２９３６（紛争調整条例に関すること）

０４４－２００－２７２９（総合調整条例：開発行為に関すること）

０４４－２００－２９５３（総合調整条例：建築行為に関すること）


